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国が2050年カーボンニュートラルの実現に向けて選定する「脱炭素先行地域」に選ばれた自

治体は、民生部門の電力消費に伴うCO2排出の実質ゼロが求められる。その有力な手段の一つ

が、再生可能エネルギー（以下、再エネ）導入と複数施設を電気的に一体化するマイクログリ

ッド構築である。しかし多くの自治体では、エネルギーマネジメントや維持管理の技術的ノウ

ハウが不足し、交付金・予算制度に基づく工程制約も存在する。本稿では、PPA方式とDB方式を

組み合わせてマイクログリッドを構築する統合型事業スキームを確立し、自治体では困難な技

術的対応を民間に集約し、同種条件を持つ地域へ横展開可能な事業モデルを提示した。 
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１．はじめに（背景と目的） 
 

(1) 脱炭素先行地域制度の概要 

我が国は2050年カーボンニュートラルの実現を掲

げ、その通過点として 2030 年度の温室効果ガス

46％削減（2013 年度比）を国際的に表明している。

この目標達成に向けた地域の取組を牽引する中核的

施策が、環境省による「脱炭素先行地域」の選定で

ある。これは、民生部門（家庭部門及び業務その他

部門）の電力消費に伴う CO2 排出の実質ゼロを、国

全体の目標に先行して 2030 年度までに実現する地

域を、全国で少なくとも 100 か所選定するものであ

る。 

国は、選定地域で得られた成果や手法を全国の他

地域へ次々と波及させる「脱炭素ドミノ」の起点と

位置付けており、選定された地域に対しては、地域

脱炭素移行・再エネ推進交付金による集中的かつ継

続的な財政支援を行う。したがって先行地域の取組

には、後続地域が参照できる先進モデルとしての普

遍性が期待される。 

脱炭素先行地域に求められるのは、あくまで民生

部門電力の CO2 実質ゼロという結果であり、その達

成手段は地域特性に応じて多様である。選定地域ご

とに、立地、対象、エネルギー需要、系統条件等に

応じた様々な手法が採用されている。 
 

(2) 石狩市の取組と本事業の位置づけ 

北海道石狩市は、令和 4 年 4 月の第 1 回公募にお

いて脱炭素先行地域に選定され、石狩湾新港地域に

おける再エネの地産地活と、市役所を中心とする中

心核の公共施設群の脱炭素化を二本柱として掲げて

いる。本稿が対象とするのは、このうち後者の中心

核に立地する公共施設群を対象とした取組である。 

対象とする公共施設群は比較的近接して立地し、

その多くが防災拠点や避難場所等の機能を兼ねてい

る。このため、単に各施設の屋上に太陽光発電設備

を個別に設置するだけでは、地域全体でのエネルギ

ーの地産地消や、災害時のレジリエンス向上を十分

に発揮できない。そこで本事業では、この近接立地

という条件を積極的に活かし、複数の公共施設を自

営線で接続して電気的に一体化するマイクログリッ

ドを構築する手法を有力な選択肢として位置付けた。

マイクログリッド化により、施設間で電力を融通し

ながら太陽光発電と蓄電池を最大限に活用でき、平

常時の脱炭素効果の向上と災害時の BCP（事業継続）

を同時に達成することが期待できる。 
 

２．事業の概要と課題 
 

(1) 対象施設とエネルギー需要 

本事業で対象とする公共施設は、近接したエリア

に立地する石狩市役所、石狩市総合保健福祉センタ

ー、こども未来館あいぽーと、石狩市学校給食セン

ター、石狩市民図書館である。 

これら 5 施設の年間電力需要量は合計で約 219 万

kWh であった。また、太陽光発電の導入容量につい

ては、それぞれの施設の屋根上への設置を対象とし

て、屋根の面積、形状、既存設置物、耐荷重等を考



慮して検討した結果、5 施設の合計で約 499kW が設

置可能と整理した（図-1）。 

 

 
図-1 マイクログリッド対象施設の位置図 

 
(2) 構築するマイクログリッドの設備構成 

本事業で構築する自営線マイクログリッドは、電

力会社の送配電線ではない専用の電力線（以下、自

営線）で複数の施設を相互に接続し、一つに束ねら

れた電力需要施設として電気を融通・制御できるよ

うにする小規模な電力網を構築するものである。各

施設が個別に電力会社と受電契約を結ぶ代わりに一

つの受電点に集約して受電するための一括受電設備

を設け、そこから各施設を自営線で繋ぐ構成となる。

一括受電に集約することで、複数施設で時間帯が異

なる電力需要ピークの平準化により、契約電力の基

本料金の低減が期待できる。また、マイクログリッ

ド内に太陽光発電や蓄電池を導入することで、発電

した電気を複数の施設間で融通することや、災害停

電時にも電力供給することが可能となる。 

本事業では 5 施設すべてに太陽光発電の導入を計

画したが、関係機関協議の結果、電気事業法や一般

送配電事業者の規定等により、マイクログリッド化

する施設は一部に限られることとなった。すなわち、

比較的近接するこども未来館あいぽーと、石狩市学

校給食センター、石狩市民図書館の 3 施設を自営線

で接続してマイクログリッド化する一方、道道を挟

む石狩市役所、石狩市総合保健福祉センターは、立

地条件や既に非常用発電機を備えていること等を踏

まえ、マイクログリッドから切り離し、太陽光発電

の単独導入に留めることとした。 

蓄電池は、マイクログリッド内に平常時用の電力

需要のピークカット・受電平準化のための約 100kWh

と、災害停電時用に石狩市学校給食センター及び石

狩市民図書館の特定負荷に最低 10 時間の電力供給

を確保するための約 340kWh を合わせて、約 440kWh

以上を要求水準として設定した。また、蓄電池を各

施設に分散させると設置・保守コストや手間が増大

するため、経済性の観点から一括受電設備と併設し

て集約設置する構成とした。 

なお、本稿で示す設備構成、容量等は、概略設計

を踏まえた令和 6 年度の事業者公募時点の内容であ

り、公募選定事業者により令和 8 年度中の完成に向

けて進められている実施設計・施工段階において変

更となる可能性がある（図-2）。 
 

 
図-2 マイクログリッドのシステム構成図 

 
(3) 解決を目指した課題 

本事業における公共施設群への再エネ導入及びマ

イクログリッド構築にあたっては、主に以下の 3 点

が課題と考えられた。①自治体におけるエネルギー

マネジメント及び再エネ設備等の維持管理に係る技

術的ノウハウの不足、②設計と施工を分離発注した

場合の工程遅延や、交付金スケジュール・単年度予

算制度に起因する工程上の制約、③複数の事業手法

を組み合わせる際の責任分界の不明確さ、である。 

これらの課題は、技術系職員や専門人材が限られ

る中小規模自治体ほど顕在化しやすい。特に蓄電池

を伴うマイクログリッドシステムの運用・保守は電

力関連の専門性を要し、自治体が単独で長期に担う

ことは現実的でない。 

そこで本事業では、これらを技術面と事業面の両

面から統合的に解決すべく、民間の資金とノウハウ

を効率的に活用する事業スキームの構築を目指した。 

 

３．PPA・DBを統合した事業スキーム 
 

(1) 事業スキームの選定 

事業スキームの検討にあたっては、初期費用の負

担、設備管理・運用の責任、電力需要変動リスクの

帰属、民間のノウハウ発揮余地等を評価軸として、

設計と施工を分離して発注する従来方式、PFI 方式、

リース方式、PPA（電力販売契約）方式、DB（設

計・施工一括発注）方式、DBO（設計・施工・運転

管理一括発注）方式等の手法を比較した。 

PPA 方式とは、民間事業者が自らの負担で太陽光

発電を設置・運用し、自治体は初期費用を負担せず、

使用した太陽光発電の電力量に応じた電気料金のみ

を支払う方式である。 

比較検討の結果、発電電力量や需要の変動リスク

を民間に移転しやすい太陽光発電・蓄電池は PPA 方

式が適する一方、事業者にとって料金収入に直接繋

がる設備ではない自営線、一括受電設備等のマイク

ログリッド設備は、民間が設計施工した後に運用開



始時に公共へ引き渡す DB 方式が適切であると整理

した（図-3）。 

この整理の妥当性を確認するため、参入意向のあ

る事業者 8 社を対象にサウンディング調査を実施し

た。その結果、多くの事業者が DB 方式＋PPA 方式の

組合せが望ましく、自営線の維持管理まで民間の事

業範囲に含めることには慎重な意見が多く示された。

これらの意見も踏まえ、本事業では太陽光発電・蓄

電池を PPA、マイクログリッド設備（自営線、一括

受電設備）を DBとする DB＋PPA方式を選定した（図

-4）。 

 
図-3 事業方式選定フロー図 

 

 
図-4 事業方式の区分  

 

(2) スキーム全体の構成と従来手法との差別化 

従来、公共施設への再エネ導入は、施設ごとに太

陽光発電を導入し、単独施設内で発電した電気を消

費する形態が一般的であった。 

これに対し本事業では、5 施設を対象に PPA によ

り太陽光発電を導入しつつ、うち 3 施設において電

気的に一体化したマイクログリッドを構築し、太陽

光発電、蓄電池、自営線、一括受電設備を含むシス

テム全体の設計・施工、及び一部設備の運用までを

PPA 事業者が一体的に担う点が特徴である。 

これにより、自治体単独では対応が難しいエネル

ギーマネジメントや維持管理といった技術的課題

（課題①）を、専門性を持つ民間に集約して解決す

る。施設単位ではなくマイクログリッド化した施設

群に対して PPA を適用する点が従来手法にはない差

別化であり、公共側の技術リスクの軽減と再エネの

有効活用に寄与する。なお、マイクログリッドから

切り離した石狩市役所、石狩市総合保健福祉センタ

ーの 2 施設においても、PPA による太陽光発電の単

独導入により脱炭素化を図ることができる。 
 
(3) 発注支援と役割分担・責任分界 

工程上の制約（課題②）に対しては、マイクログ

リッド部分に DB 方式を採用し設計・施工を一括発

注することで、PPA の事業内容や発注形態との整合

を図れる契約形態を考案するとともに、複数回の発

注手続に伴うロスを排除し、交付金の年度制約下で

の工程短縮を図った（図-5）。さらに、公募に必要

な資料一式（募集要項、要求水準書、審査基準、契

約書案等）の整備から、質問回答、提案審査・契約

締結支援、設計・施工モニタリングに至る一連の発

注支援プロセスを体系化し、本スキームの実効性を

担保した。 

複数の事業手法を組み合わせる際の責任分界の不

明確さ（課題③）に対しては、構成設備のアセット

ごとに所有・運用の区分の明確化を図った（図-6）。

すなわち、太陽光発電設備・蓄電池は PPA 方式で民

間事業者が所有・運用し、自営線・一括受電設備は

DB 方式で整備したうえで市へ引き渡す。特に、自営

線や一括受電設備は災害時の迅速な復旧を最優先す

る必要があることや PPA の事業採算性を圧迫する設

備であることから、民間の運用範囲から外して公共

が担うこととし、脱炭素と BCP を両立させる責任分

界を確立した。 

 
図-5 本事業における契約形態 

 

 
図-6 本事業における民間事業者の対応範囲  



４．導入効果 
本事業における再エネ及びマイクログリッドの導

入による想定効果を、経済面、環境面、防災面の 3

つの観点から表-1 に整理した。 

経済面では、一括受電による契約電力の低減と太

陽光発電の自家消費により、電気料金の削減が見込

まれた。事業期間 20年で交付金による 2/3補助を想

定し、平常時の電力需要ピークカット用の蓄電池の

運用規模を 100kWh とした場合に P-IRR（プロジェク

ト内部収益率）が約 6.3％で最大となり、事業期間

内の約 11 年で投資回収できる見通しを得た。 

環境面では、電力需給シミュレーションによる試

算の結果、CO2削減量は約 263 t-CO2／年、再エネ化

率（年間電力需要量に占める、施設内で自家消費し

た再エネ電力量の割合）は約 22％となった。また発

電した電気の 9 割以上を自家消費できるため、エネ

ルギーを地産地消で有効に活用することができる。 

防災面では、既設の非常用発電機で電力供給でき

ない負荷を対象にマイクログリッドがバックアップ

する電源を多重化し、災害停電時におけるレジリエ

ンスが高まり、避難拠点の機能維持等に寄与する。 
 

観点 主な効果 試算値 

経済 
契約電力の集約・ 

電気料金の低減 

P-IRR 約 6.3％、 

投資回収約 11 年 

環境 
CO₂排出削減・ 

再エネ化 

約 263 t-CO₂/年、 

再エネ化率約 22％ 

防災 
避難拠点への 

非常時供給 

2 施設の特定負荷に 

最低 10 時間供給 

表-1 本スキームによる主な導入効果 

 

５．考察 
 

(1) 新規性（従来手法との差別化） 

従来の PPA 事業は施設単位が一般的であり、マイ

クログリッド全体を対象に PPA方式と DB方式を組み

合わせた事例は見られない。本スキームの新規性は、

単一事業者がシステム全体を一貫して担うことで、

施設間の電力融通、自家消費率を最大化しつつ、運

用において、収益源となる太陽光発電と蓄電池は民

間、収益を生まない自営線設備等は公共という役割

分担により、脱炭素と BCP を両立させた点にある。 
 

(2) 汎用性（横展開の定型化） 

公共施設が一定の範囲に集積する地域は全国に数

多く存在する。技術職員が限られる中小規模自治体

にとって、技術・事業リスクを民間に集約できる本

スキームは、脱炭素の事業化に踏み出す際のハード

ルを大きく下げるものである。また、太陽光発電、

蓄電池といった高額な設備の初期投資を民間が負担

する PPA 方式の採用により、自治体は単年度で多額

の初期費用を負担することなく再エネ導入でき、財

政負担を事業期間の電気料金として平準化できる。 

さらに、地域や事業ごとに設備構成、規模は異な

るものの、本事業で体系化した公募資料・要求水

準・契約書案・発注支援プロセスは、定型化できる

部分も多い。これにより、交付金等を活用できる期

間に限りがある中でも、先行事例としての一連のパ

ッケージを同種条件の地域へ迅速に横展開でき、国

が意図する「脱炭素ドミノ」の実現に資する高い汎

用性を有する。 
 

(3) 論理性（スキームの成立要件） 

本スキームの成立には、自営線マイクログリッド

構築のための事業形態の整理、公共・民間のリスク

分担、交付金の年度制約に適合した工程設計といっ

た要件が不可欠であった。とりわけ、DB 方式と PPA

方式という異なる事業手法を組み合わせる本事業で

は、アセットごとの所有・運用・責任の分界を明確

化することが、官民双方のリスクを適正に配分し、

事業を無理なく成立させる上での鍵となった。 

これらを技術・制度の両面から体系的に検討した

ことで、実現性の高い公募・事業化に至ることがで

きた。一方で、屋上設置となる太陽光発電に係る構

造検討、事業形態の整理や自営線の道路横断に係る

関係機関協議等は、実施設計段階での最終的な具体

化が前提となるため、要求水準等の中で最低限確保

すべき事項を明確に示しておくことが重要である。 
 

６．おわりに（まとめと今後の展望） 
本稿では、公共施設群の脱炭素化に向け、マイク

ログリッドに PPA方式と DB方式を組み合わせた統合

型事業スキームを構築し、導入可能性調査から概略

設計、発注支援に至る実務フレームを提示した。本

取組は、机上の概念検討に留まらず、実際の事業者

公募・契約に至る一連の実務を一体的に提供できた

点に大きな価値がある。 

今後の課題としては、運用開始後のモニタリング

データに基づき、コスト削減、CO2 削減、レジリエ

ンス機能等の効果検証を行い、その結果を要求水準

や運用ルールの改善へ継続的に反映していくことが

挙げられる。実測に基づく自家消費率や蓄電池運用

の最適化は、後続地域の事業設計における貴重な知

見となる。本モデルの横展開により、建設コンサル

タントが地域の脱炭素や分散型エネルギーの普及拡

大に貢献する役割を拡大していくことを目指したい。 

謝辞：本事業は、地域脱炭素移行・再エネ推進交付
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